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世界経済フォーラムの「Global 
Gender Gap Report（世界ジェンダ
ーギャップ報告書）1」では、日本
は、2018年の調査と比較して2020年
に11位下がり、153カ国中121位と
なり、その後2021年には156カ国
中120位と少し改善されています2 。

日本の男女間の格差は34.4%と、ほ
かの119カ国よりも大きく、東アジ
アでは最も格差の大きい国です。

 しかし、ほかの順位が低い国 と々
は異なり、日本では男女間の不平等
は日常生活の中で目立つことはな
く、あからさまな形で現れることは
ありません。実際、ほとんどの日本
人女性は、期待という重荷を背負っ
ている日本人男性と立場を入れ替
えたいと思ってはいないようです。

世界経済フォーラムでは、（1）健康
と生存、（2）教育の達成、（3）経済
的参加と機会、（4）政治的エンパワ
メントの4つの要素を基に、各国の
総合的な男女平等指数を算出し、
ランク付けしています。

 教育の達成（1.7％の格差）、健康
と生存（2.7％の格差）については、
日本はほぼ男女平等です。政治的
エンパワメント（93.9％の格差）と
経済的参加と機会（39.6％の格差）
が、日本の男女不平等の主な要因
となっています。

男女平等度
総合ランキング 国名 ジェンダーギャップ 

（％）

1 アイスランド 10.8%

16 フランス 21.6%

30 米国 23.7%

34 メキシコ 24.3%

54 シンガポール 27.3%

102 韓国 31.3%

107 中国 31.8%

120 日本 34.4%
133 トルコ 36.2%

140 インド 37.5%

出典 : “The Global Gender Gap Report 2021”, World Economic Forum 出典 : “The Global Gender Gap Report 2021”, World Economic Forum
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教育の達成や健康と生存の分野では、日本の男女はほぼ同等だが、経済的
参加と機会、政治的エンパワメントでは、最も大きな平等格差が存在する。
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連続した宣言も、 
変化はもたらさず
日本政府は過去10年間、男女共
同参画の推進を宣言し、目標を掲
げてきましたが、その進捗は意図
したものにはほど遠いのが現状で
す。10年近く前、安倍前総理は「ウ
ィメノミクス」という理念を掲げ、女
性の職業参加を阻む障壁を取り除
き、2020年までに全管理職の30%
を女性が占めるという目標を掲げ
ました。しかし、2019年時点で管理
職の女性比率は15%未満となり3、 
この目標が大きく未達となることを
認識した政府は、目標を2030年に
延期しました。新型コロナウイルス
の影響とこれまでと大きな変化が
見られない状況では、この目標も達
成されない可能性が極めて高いの
です。

しかし、徐々に、いくつかの成果が
得られています。政府は、働く親の
ために保育の利用がしやするなる
ことを優先課題としており4、2021年
までに女性の就業率は72.8%（男性
は86.7%）に上昇しました5。

しかし、働く女性が職場で増える一
方で、その雇用の質は同じペースで
は向

上していません。賃金、雇用保障、
研修、福利厚生の面ではるかに劣る

「非正規雇用」（パートタイムや契
約社員）の3分の2は、依然として女
性が占めています。また、正社員の
雇用契約を結んでいるのは、男性の
78％に対し、女性は45％に過ぎませ
ん6。要するに、女性は労働に対して
はるかに少ない報酬しか得ていな
いのです。しかも、職場 における男
女の賃金格差は23.5％ですが7、日
本の女性は家庭で、男性の5倍近く
の無報酬労働を行っています8。

企業の女性リーダーを増やすとい
う点では、2015年に日本企業の役
員に女性を増やすための新しいガ
イドライン（拘束力はない）が設定
され、企業報告における女性役員
の割合の開示が義務づけられたこ
ととあわせて、女性役員を増やすこ
とが求められています。2019年7月
時点で、JPX400に属する企業の63
％が、少なくとも1名の女性役員を
擁しています（2018年は54％）。それ
でも3分の1以上の取締役会は依然
として男性ばかりです9。

新型コロナウイルスの不公平な影響

多くの国と同様、日本においても、
コロナウイルスは働く女性に不公
平な影響を及ぼしています。非正
規雇用（契約社員やパートタイマ
ー）の労働者が多く10 、日本の女性
は困難な状況になると真っ先に解
雇されます11。日本の全従業員数
が2019年末から2020年7月にかけ
て、3.2％減少したのに対し、男性

労働者の減少は0.8％にとどまりま
した12。

短期契約の普及により解雇が容易
な外食産業や小売業では、 女性
の割合が高く、打撃が大きくなりま
す。

図表03
日本における従業員数の推移 (単位：千人)

男性 女性

ホテル·飲食業

-200 -100 0 100

生活関連サービス·レジャー

製造業

卸·小売業

情報産業·通信業

金融·保険

不動産·リース

医療

2019年4月～7月と2020年4月～7月の月平均比較　出典：総務省
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社会の下層

政治的エンパワメントにおける男
女平等の格差は依然として大きく、
日本は156カ国中147位に沈んでい
ます。2020年1月現在、日本の国会
における女性議員の割合は衆議院
で10％、参議院で23％にとどまって
います13。先般

の自民党党首選では、2人の女性政
治家が候補として競い合いました
が、日本での女性首相誕生はまだ
まだ 程遠いようです。

では、その怒りの矛先は?

近年、日本は男女平等ランキング
で下位に沈み、女性の収入は男性
の44％に過ぎず、ビジネスや政治
の領域では意思決定権がほとんど
なく14、発言力すらほとんどないに
もかかわらず、不思議なことに、日
本では女性自身の間でさえ、男女
平等の拡大を目指す会話やエネル
ギーを感じることはほとんどありま
せん。 2021年2月の東京2020オリ
ンピック組織委員会会長（83歳）の

「女性は会議でしゃべりすぎる」発
言や、2018年の医学部における女
性受験生の成績変更問題など、ひ
どい男女差別がメディアを賑わせ、
社会的反省材料になることはあり
ます。

2018年、東アジアを含む世界各国
で#metooのデモが行われる中、日
本では比較的無関心に受け止めら
れることが目立ちました。

このような男女平等問題に対する
関心の低さは、イプソスが2019年に
実施したグローバルアドバイザー
調査の結果にも表れています。「男
女平等を達成することは、私個人に
とって重要である」という意見に同
意する割合は、調査対象27カ国の
中で、日本人が最も低くなっていま
す（36％；女性41％、男性31％）。日
本では女性にとってでさえ、男女不
平等が個人的な問題とは認識され
ていないようです。

図表04

ベース： 27か国の18,800人(16～64歳)を対象とし、2018年
12月21日～2019年1月4日にオンライン調査を実施 
出典： Ipsos International Women’s Day 2020 report
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あなたは、次の記述にどの程度同意しますか：
「男女平等を実現することは、私個人にとって重要である。」
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第2章 

無関心の原因



日本の女性はなぜもっと  
男女平等を叫ばないのか？ 

3つの主要なドライバーが、このダイ
ナミクスを理解するためのヒントにな
ります。

 
 
 
男女不平等問題の定義：男女の不平
等とは何か？誰が影響を受けるのか？
それは誰に害を与え、あるいは利益
をもたらすのか？これらの認識はどこ
から来ているのか？

 
 
 
男女不平等が文化的慣習、伝統、関
係、および基礎的理解と絡み合って
いる文化的背景.

 
 
 
日本のメディア、教育制度、労働文化
や構造にわたる、性差の認識を支え、
厳格な性役割分担を支持し、広め、
強化する制度的・社会的背景

定義
「女性の」問題

男女不平等の問題を本質的に「女
性の」問題と捉えているのは、日本
だけではありません。最も進歩的
と称される政府や組織でさえ、問
題解決の可能性を、女性が職場で
より効果的に機能するように「どう
女性を‘修正’する

か」「どう女性を取り込むか」に求
める傾向があります。男女の不平
等に取り組むことで得られる潜在
的な利益は、女性のものであると
認識され、したがって、男女不平等
問題に取り組む責任も女性にある
と認識されます。 

共通理解の不足

2019年のイプソスの調査15 では、「
男女不平等」の構成要素について、
理解とコンセンサスの両方が欠如し
ていることが明らかになりました。
男女平等を機会の平等と理解する
よりも、男性と女性がまったく同じ
ように扱われなければならないこと
を意味すると理解されていることが
多いようです。日本では古くから、性
別は生物学的に異なるものであり、
長所と短所を補完するものであると
考えられてきました。 男性と女性は
それぞれ重要な役割を担っており、
日本社会全体の調和と安定に貢献
していると考えられています。イプソ
スの調査の対象者の一人は、次のよ
うにコメントしています。

「いま男女平等が叫ばれている
が、女性の権利も男性と同等にな
りつつあると思う。しかし、男性と
女性では得意なことが違うのは事
実だと感じている部分もある。その
異なる得意分野を無視するのは非
合理的だ。男尊女卑のつもりはな
いけれど、男女を平等に扱うのは
非論理的な気がする。状況に応じ
てどのような不平等が適している
かは、ケースバイケースで考えなけ
ればならないと思う。」39歳 男性16

1

2

3
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個人と政治の分離

男女不平等に対して日本の男女
が明らかに両面的な態度をとるの
は、個人の経験や葛藤を簡単には
全体像にあてはめられないことが
もう一つの 理由だと考えられま
す。つまり、同じ 仕事をしている男
性の同僚よりも女性の給料が低い
というのは、「私」個人の問題なの
です。

自分のニーズを満たすために、声
を上げて大規模な変化をもたらす
よりも、既存の構造の中でうまくや
ることを選択するかどうかは私次
第です。この文脈で、私の個人的な
問題を社会的な問題にするのは不
自然で非論理的です。したがって、
男女不平等を個人的なものを超え
たより大きな社会的な問題として
考えることはないのです。

文化的背景
日本の歴史的・現代的な文化的背景の多くが、男女間の不平等に対する明
白な両面性を説明しています。

序列と役割分担

 西暦285年頃に儒教が取り入れら
れ、日本社会は階層的・家父長制
的な封建的構造へと変化していく
ことになります。長い江戸時代に
は、武士道という理想と行動規範
が、女性をさらに依存と従属の立
場に置くことになりました。1946年
まで、女性は男性の世帯主の権威
のもとに生活していました。

このような社会構造の中で、女性
は支えとなる役割を果たし、自制
の理想 を体現することが求めら
れていました。尊敬、整理整頓、礼
儀正しさ、謙虚さ。日でも、女性は
家庭や社会の中で、養育、介護、援
の役割を果たすのが最も一般的で
す。男性は、家族の顔であり、保護
者であり、経済的な提供者です。戦
後の「経済の奇跡」を可能にするた
め、政府の政策によって、この明確
な性別の役割分担が強化されまし
た。 女性は専業主婦として家事や
育児をこなし、男性は会社のために
身も心も捧げなさいということでし
た。

ここ数十年、日本の経済・人口構造
は劇的に変化しましたが、その変
化に見合う、生活に対する期待や
願望の変化が、男性の間でも女性
の間でも、遅れています。現代の若
い女性の間でさえも、憧れの理想
として専業主婦の役割が 挙がりま
す。専業主婦を養えるだけの安定し
た高収入の仕事を持つ男性がいれ
ば、専業主婦は家族のために時間
を割き、自分の趣味に没頭すること
ができるのです。しかし、過去30年
以上にわたる経済の縮小と賃金の
低迷という現実を前に、男性はます
ますこの理想を実現しにくくなって
います。
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日本におけるジェンダーに関するイ
プソスの調査では、男女がそれぞ
れの役割に対して高いレベルの相
互尊重があることが明らかになり
ました。調査の対象者は、権利や特
権の不公平な差に注目するのでは
なく、それぞれが担うべき責任につ
いて話しています。日本の男性が感
じるプレッシャー、家庭人であるた
めに自分 

の時間を削る状況を、女性はうら
やましいとは思いません。 妻や母
の役割に比べれば、大変そうだし、
疲れそうだし、精神的な満足感も
ない。このように 日本の女性が男
女平等を達成することにエネルギ
ーを感じないのは、代替案への憧
れがないことが一因かもしれませ
ん。

© www.marcospola.com

女性らしさの理想

日本では、幼い頃から女の子は「女
性らしく」見えるように、そして「女
性らしく」振舞うように教育されて
います。日本の女性にとって、女性
らしさを体現するという目標は、服
装、歩き方、話し方、振る舞い方に反
映されます。女性的な規範とは、物
腰が柔らかく、優しく、良い雰囲気と

集団の調和を保つことを意識して
行動することです。声高に主張した
り、他人に要求したりすることは、
明らかに女性的でないと考えられ
ています。このような背景で、企業
や政治的なリーダーシップや権威
のある地位を得ることは、女性的
な理想と相反するように感じられ、
さらに悪いことに、男性的なにおい
を含んでいます。
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最も重要なことは、日本の少年少
女は、ジェンダーに関する自分自身
の思い込みや経験を振り返ること
を教えられていないことです。子供
の頃から大人になるまで、性別の
役割に従って提供される限られた
選択肢は、疑問視されることがな
いのです。若い女性がキャリアを積
むか、結婚して母になるかの選択
を迫られたとき、なぜどちらか一方
しか選べないのか、疑問に思う女

性は今も多くはないのです。家族、
教育、メディアのメッセー

2021年イプソス＆女性フォーラム
バロメーター調査がそれを証明し
ています。 日本人の36％が「女性は
職業生活よりも母親としての役割
の方が常に幸せである」という意見
に同意、G7諸国全体では26%でし
た。17

制度的・社会的背景
日本の文化は男女の明確な役割分
担という確固たる基盤を築いてい
ますが、教育システム、メディアのメ
ッセージ、 仕事の性質がそれを強
化し、男女の行動やあり方について
の考えを制限して

います。このような考え方は、生涯
を通じて内面化され、男性も女性
も、現状や自分に与えられた限ら
れた選択肢に疑問を抱かなくなる
のです。

教育

日本の教育制度は、幼少期から男
女の違いを明確に認識させること
に貢献しています。 
元OECD東京センター所長の村上
由美子氏は「子どもたちは幼稚園
や小学1年生までにジェンダーバ
イアスを身につけている」と言いま
す。名札、制服、鞄などを通して、性
別が色分けされているのです。1990
年代に性別によるカリキュラムは廃
止されましたが、現在残っているの
は、継続的な無意識の偏見を助長
し強化する、一種の「隠れたカリキ
ュラム」です。教科書では、医師は男
性で、看護師は女性です。男は仕事
から帰り、妻は家で待っています。

教育制度は、色分けやジェンダース
テレオタイプによって、男性や女性
には何ができるか 、どうあるべき
か、という考えを制限しているだけ
ではなく、ジェンダーやジェンダー
バイアスの問題についての教育も
提供していないのです。男女平等の
概念は日本の法律として教えられ
ていますが、なぜそれが重要なの
か、日常的にそれが何を意味する
のかについては議論されていませ
ん。男女間の不平等について考え、
議論するための枠組みや語彙がな
いため、日本の男女は「男女間の不
平等」の定義を共有し、その関連性
を理解するのに苦労しています。
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メディアのメッセージ

メディアは、性別の役割をめぐる認
識を強化する上で重要な役割を担
っています。メディアを通して映し
出される女性らしさの理想は、支
え、他者のために自分を犠牲にす
ることをいとわない女性という期待
を強めます。バラエティ番組からア
イドル文化に至るまで、女性は男性
をサポートする立場にあり、若い女
性は時間制限のある生鮮食品のよ
うに扱われます。

特に日本のバラエティ番組では、若
くてかわいい女性アシスタントが、
年配の男性司会者とコンビを組ん
でいることが多くなっています。男
性司会者が何年、何十年と変わら
ないのに、女性

アシスタントは何年か経つと入れ替
わるのが常です。年配の女性の退
任を肯定的にとらえ、彼女たちは「
卒業」すると言われています。大手
テレビ局の午後のニュース番組で
は、ジャーナリストではなく男性の
パーソナリティーが担当し、若い女
性のアシスタントが担当することが
よくあります18。

このように、若い女性を定期的な「
リフレッシュ」を必要とする汎用的
な商品として扱うやり方は、芸能

界にも見られることです。男性アイ
ドルは長期にわたって人気を維持
できる人が多いが、女性アイドルの
入れ替わりは圧倒的に早くなって
います。人気アイドルグループでも、
男性は女性より10歳以上年上で
す。年齢差だけでなく、テレビに登
場する女性たちは、男性たちの発言
に賛同し、その魅力を表現する脇
役、サポート役という位置づけが一
般的です。

ソーシャルメディアが従来のメディ
アのゲートキーパーを排除する世
界において、ポジティブな変化の兆
しが見えています。元TBSアナウン
サーの小島慶子氏は退職後、活動
家となり、FUN（女性アナウンサーネ
ットワーク）という団体を設立し、
女性アナウンサーが互いに支え合
い、日本女性の理想像に合わせな
ければならないというプレッシャー
について認識を高めています19。

しかし、伝統的なメディアは、日本
社会における男女のあり方につい
て視野を広げるようなロールモデ
ルをほとんど提供していません。テ
レビや映画では、仕事と家庭を両
立させるワーキングマザーの姿が
描かれていません。

図表05

東京のキー局のキャスト。若い女性と年配の男性がラインアップ  
https://www.tv-asahi.co.jp/goodmorning/cast/

図表06

人気アイドル「嵐」のメンバーの平均年齢が約37歳であるのに対し、人気ガ
ールズグループの平均年齢が21歳

図表07
元TBSアナウンサーの小島慶子氏は、
テレビニュースにおけるジェンダーバイ
アスの問題を訴える活動家として活躍
している。
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職場の構造と文化

日本の文化では、女性の世界は家
庭の中にあり、仕事や政治などの
外界は男性の世界です。そのため、
職場は基本的に男性的であると認
識されています。現在、日本では多
くの女性がプロフェッショナルとし
て働いていますが、最近までその
存在は一時的なもの（結婚や子供
を持つまで）であり、サポート役に
最も適していると考えられていまし
た。

女性がキャリアを積むかどうかは、
労働時間が短く、要求が少ない一
般職か、総合職のどちらかに採用さ
れた時点で決定されるのです。2014
年、管理職コースを選択した女性
社員はわずか22％でした。そのうち
60％が10年以内に

離職しています20。男性はリーダー
であり、日本の職場のトーン、構造、
リズムを作る存在なのです。

キャリアアップは年功序列が一般
的で、出産で休まなければならな
い女性にはペナルティが課されま
す。産休から復帰した女性は、通
常、勤務時間を短縮し、給与を減額
する「時短」制度が適用されます。
このような慣行は、働く 母親を、「
母親街道（マミートラック）」とよば
れる、母親向けの労働条件で便宜
を図る一方、昇進の可能性がほとん
どない道筋に置くことになります。
給与の減少、保育の確保や税制上
の優遇措置が難しくなることで、仕
事を続けることが困難になり、経済
的な見返りも少なくなります。

IN SUMMARY…

日本社会では、男女間の不平等がどのように構成されているか、文化
的背景、制度や社会的背景のすべてが考え方や慣習を強化し、男女の
行動やあり方についての概念を制限するように連動しています。幼少
期から条件付けられ、社会のあらゆる側面に見られるように、性差は
自然で必要なものであるという信念が深く内面化されています。この
ため、日本の男女は現状や限られた人生の道筋に疑問を抱くことはあ
りません。

さらに、母性を女性の最高の目的と
する社会的条件や、子どもの最初の
3年間は母親のそばで過ごすべき
だという考え方が広く浸透している
こともあり、子どもを持つ女性が大
きなプレッシャーを感じ、職場を離
れ、フルタイムの母親になるのは不
思議ではありません。日本では、こ
れを「専業主婦」と呼んでいます。

これらのプレッシャーは強く感じら
れますが、比較的疑問視されること
はありません。個人はその状況に自
分を合わせようとする傾向がありま
す。個人的な負担や課題は、より大
きな社会的問題というよりも、自分
自身の失敗のように感じられるので
す。実際、これはすべて、日本の社
会的・経済的現実にもはやそぐわ
ない厳格な性役割の前提のもとに
運営されている政府、企業構造、社
会が生み出したものです。
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世代間の差

日本の男女平等への姿勢が両面的
に見えるのは、若い世代が政治的・
制度的な影響力や権力に乏しく、
意思決定の指導的立場に至ってい
ないことが一因と考えられます。日
本では若い世代が選挙に行かない
傾向があり、その結果、若い世代の
ニーズや視点よりも、熱心に投票に
行く上の世代のニーズや視点のほ
うがより優先されるという問題が
あります。最近の日本の総選挙で
は、20代ではわずか3分の1しか投
票に行かなかったのに対し、60～69
歳の投票率は72%でした21。

日本の若い世代は変化を望み、そ
れを必要としているかもしれません
が、変化を加速させるほどの強い
声を持っていません。その結果、彼
らは、かつての現実や伝統的な価
値観に基づく制度や構造と、共働
き家庭とより柔軟な家庭での性別
役割分担を必要とする経済との間
で、二つの方向に押しやられている
のです。 
ある女性の調査対象者はこう言っ
ています。

「男性は外で働き、女性は家庭を
守る、という考え方は根強いもの
だ。しかし、現代の現実は女性が
働いて家計に貢献する必要がある

一方で、家事や子育ての負担を負
わなければならないことに変わり
はない。特に、授乳中や病気の子
供を抱えている場合は、両立は不
可能だ。古い価値観と今の現実が
マッチしていないことを、人々の心
理や社会システムが認識していな
いのだと思う。」 37歳 女性 22

この意見は両面的に見えるかもし
れませんが、これは伝統的な価値
と性別役割分担を基準とした人生
経験に縛られる高齢世代と、男女
不平等に対してより高い意識と感
受性を持つ（特に個人的に仕事上
で経験した場合には）若い世代の
二つの世代間の異なる考え方の狭
間で混乱する現在の社会状況を表
しています。

古い世代が若い世代にバトンタッ
チし、経済的な必要性から女性が
職場に進出するにつれ、厳格な性
別役割分担の妥当性や必要性に関
する考え方や信念は、おそらく進化
していくでしょう。同時に、経済的
な必要性が行動の変化を促し、や
がて新たな価値観、願望、信念を
生み出すことになるのです。
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第3章

問題を
再定義する



不都合な真実は 
大きなチャンスに
もし、男女不平等が避けられない
ものであり、国民の約半数が男女
間の不平等に関心がなく、残りの
半数は声高に抗議していないとし
たら、なぜ変化を促す必要がある
のでしょうか？膨れ上がる高齢者
人口の重圧、不平等の拡大、日本
の国際的な影響力と競争力の低下
といった緊急の優先課題が注目を
集める中、ジェンダーとの関連性は
何なのでしょうか？

 

簡単に言えば、男女平等問題への
対応は、経済的、社会的、個人的
に、日本の最も緊急な課題に対す
る答えを提供する可能性があると
いうことです。日本はもはや、ビジ
ネスや政治の分野で、国民の半分
の才能、スキル、知識を活用しない
でおく余裕はないのです。また、残
りの半分が家庭生活に完全に参加
しないでおく余裕もありません。男
女平等は、性別を問わずすべての
国民がその潜在能力を最大限に発
揮できる機会として理解されなく
てはなりません。

経済的な可能性

日本では、女性の社会進出がもた
らす経済効果は広く認められてお
り、実際、安倍元首相が2013年に打
ち出した「ウーマノミクス」では、男
女平等に対する女性のエンパワメ
ントが経済成長戦略として位置づ
けられています。高齢者が退職し、
若い世代がその穴を埋めることが
できないため、労働力不足と増大し
続ける公共支出ニーズに対応する
ためには、あらゆるレベル

の労働力における女性の参画の向
上が不可欠です。2010年、ゴールド
マン・サックスは、日本の女性の労
働参加率が男性のそれと同じにな
れば、GDPが15％押し上げられると
試算しました23。

この機会は、隙間を埋める労働者
の数だけでなく、女性が行う仕事
の質を向上させることでもありま
す。これにより、遅れている日本の
生産性を向上させ、賃金と経済成
長を押し上げることができます。

現在、日本は女子と男子に平等な
教育を提供するために投資してい
ますが、その後、女性を十分に活用
せず、長期的で有意義な参加を妨
げるような仕事の仕組みや文化を
維持することによって、その投資を
投げ捨てているのです。日本の最
も野心的で、ダイナミックで、

才能のある若い女性たちは、この
ような環境では成長できないと感
じ、外資系企業に入社するか、日本
を離れて、最も評価されると思わ
れる場所で教育を受け、キャリアを
築くことが多いのです。

社会的な可能性

日本の人口は2008年以降、毎年減
少を続けています。そして、長寿化
と結婚率の低下、出生率の低下に
より、日本は世界一の高齢化国24と
して有名で、65歳以上の人口が28
％を占めています25。

結婚離れは、過去30年間の日本企
業のリストラで、福利厚生や保障の
ある「正規」雇用から、給与が低く、
福利厚生や保障のない「非正規」雇
用に変わったことと、長期にわたる
賃金低迷が一因です。専業主婦の
いる家庭で家族を養う余裕のある
男性が少なくなっているのです。結
婚に対する現実的な態度でますま
す多くの日本の男女が結婚も出産
もしないという

選択をするようになり、その結果、
老人が増え、若者が減り、社会の両
端が圧迫されるという「人口時限
爆弾」に直面しています。

男女間の不平等を解消し、より柔
軟な仕事の仕組みや文化を作るこ
とで、日本の夫婦はより柔軟に、仕
事と育児の責任を分担し、キャリア
と家庭生活を両立させることがで
きるようになるでしょう。

北欧の国々は男女平等であること
がよく知られていますが、偶然では
ないのでしょうが、EUの平均に比べ
て出生率が高く、地球上で最も幸
福な国としてランク付けされる傾
向があります。日本の若い夫婦や子
どもたちは、どのような新しい家庭
生活を送ることができるのでしょう
か。
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個人的な可能性

OECDの2018年PISA調査によると、
調査対象のOECD30カ国の中で、日
本の15歳よりも生活満足度を低く
評価しているのはトルコとイギリス
の15歳だけです26。日本の自殺者数
は2003年をピークに大きく改善し
ているものの、依然として先進7カ
国の中で最も高い自殺率を維持し
ています。特に、15歳から39歳の死
因のトップは自殺です。27 パンデミ
ックは、女性や若者の状況を悪化
させるばかりだったようです。2020
年、日本全体の自殺率は+3.7％でし
たが、女性では14％以上、悲しいこ
とに小学生でも30％近くも増加し
ました28。

男女間の不平等が解消されれば、
日本の若い世代に、より大きなチ
ャンス、楽観性、可能性を与えるこ
とができるのではないでしょうか？
一部の人にしか適わない厳格な性
別の役割を果たすというプレッシャ
ーから男女を解放することで、一人
ひとりが充実感や満足感、喜びを
見つけるために自分の道を選択す
る機会を得て、どれだけの人間の
潜在能力が引き出されるでしょう
か。

 

IN SUMMARY…

男女平等は、それ自体が目的ではなく、日本国民全員がその能力を最
大限に発揮する機会を創出するための手段でもあります。経済的、社
会的、個人的に恩恵を受ける可能性があります。より豊かで、より希望
に満ち、より健康的な日本を実現するためには、間違いなく男女平等
の拡大が不可欠です。
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第４章 

多様性の価値



日本は、経済的・政治的分野におけ
る男女の不平等問題への取り組み
に関しては正しい方向に進んでい
ますが、しかしその進展はあまりに
も遅く、ばらつきがあります。岸田
首相の新内閣には、24人中3人の女
性が含まれています（下の図表08
参照）。

日本のトップ企業（日経225）の取締
役会の多様性は2020年に6％にとど
まり29、東京証券取引所は企業の
取締役に女性を含めることに到達
するための新しいガイドラインを設
定しましたが、米国の NASDAQでは
より厳しい要件を定めています。 

企業や政治の世界では、多様性とい
う言葉が使われ始めていますが、そ
の価値が十分に理解されていると
は言い難く、内面化もされていませ
ん。同質性は、日本社会の驚くべき
社会的結束を可能にすると認識され
ているため、長い間、日本の最大の
強みの1つとして認識され、協力的
で平和で安定した社会を維持してき
ました。多様性ではなく、同質性が
強みなのです。

このような文化的背景から、職場や
組織における多様性の価値は、人口
動態、経済、環境、技術、地政学的
な急速な変化を乗り切るための方
法として、十分に理解され、受け入れ 
られているとは言えません。個人や
組織にとって、「多様性」という概念
は、「男女平等」と同じようにあまり
理解されず、あまり関係がないよう
に思われているようです。

多様性の価値が政府や企業のリー
ダーによって真に理解され、内面化
されるまでは、日本は男女平等を達
成するのに苦労し続けるでしょう。
日本には、教養と能力のある労働
力、強固な結束力と平和な社会、富
と技術など、数え 

切れないほどの強みがあります。男
女不平等について現状を支持し続け
ることは、日本が変化するよりも縮
小する方が良いと判断することを意
味します。

Bill Emmott氏が著書『Japan’s Far 
More Female Future』（オックスフォ
ード大学出版、2020年）で指摘して
いるように、「平成の30年間で日本
は世界チャンピオンとしての地位を
失い、（略）実質所得の低迷、家計
消費と貯蓄の減少、期待の低下に
より結婚や子供の数が減り、貧困
と不平等が着実に拡大しているの
は言うまでもない30。」

「その結果、高賃金で高品質、技術
フロンティアな国である可能性があ
り、またそうでなければならない国
が 、（略）令和に入り、驚くほど低賃
金、高貧困の社会となった。東京の
街をぶらぶら歩いていても、そうは
見えないかもしれない。しかし、実
際はそうなのだ31。」

図表08

Prime Minister Kushida (front, centre) and cabinet
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